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　昭和大学は，阪神淡路大震災でも，今回の東日本
大震災においても，派遣スタッフの中に調理師など
を含め，医療の支援体制の中にスタッフの生活を支
える仕組みを取り入れた．これは他に比類なき活動
と評価できる．つまり，現地には直接的に医療提供
を行う医療スタッフと，彼らの生活を支えるスタッ
フとがいて，大学本部には以上の全体を支えるため
に，物資の調達，派遣人員の調整，人員と物資の搬
送などに当る教職員，学生らがいた．これら全ての
連携の下で医療支援を実践した．現地には，医療ス
タッフによる医療管理と，調理師らを含めた医療
チームとしての管理とがあり，これらに加えて大学
本部における統括的な管理の体制があった．これら
三層の構造が円滑に機能したと言うことができる．
　以上は，昭和大学から遠く離れた地域への医療支
援であり，本特集は災害拠点病院として昭和大学病
院の果たすべき役割である．その課題を考察する前
提は，遠隔地での災害ではなく，むしろ地元ないし
近隣での災害である．災害拠点病院の条件にはま
ず，建物が耐震耐火構造であることが挙げられ，こ
のことからも地元ないし近隣での災害を想定した，
その意味での拠点病院である．条件にはまた，院内
に救護活動に与る職員がいて，そのための資機材等
の準備があること，傷病者収容のために転用できる
場所があること，自家発電機，応急テントなどが
あってしばしの間は自己完結的に病院機能を維持
できること，ヘリポートの確保ができることなど
が挙げられている．災害拠点病院に救命救急セン
ターが設置されているかや，被災地に早急に医療救
護班を派遣する仕組み，DMAT（Disaster Medical 
Assistance Team）などを編成しているかについて
も俎上に乗ることから，重症外傷患者への対応など
が日常的にできているかどうかも問われている．
　昭和大学病院には災害用の備蓄倉庫などもあって，
東京都から災害拠点病院としての指定を受けてい
る．従って，そのような責任も課せられている．想
定によると，マグニチュード 7.3 の東京湾北部地震
の場合に，それが冬の朝 5 時，風速 3 m/sec であ
れば，死者数 5,300 人，重症者数 17,000 人，重症を
含む負傷者数 160,000 人とされている．冬の夕方 18
時で風速 15 m/sec であれば，死傷者などはこの順
に 11,000 人，37,000 人，210,000 人となる．建物の
全壊などは，前者の場合に 23 万棟，後者では 85 万
棟で，この差は火災の影響による．そして，この想
定の中で昭和大学病院のある近辺は震度 7～ 6とな
る．そして，夕方であれば，強い風があっても，都
心からは人の波が中原街道沿いに膨れ上がる可能性
がある．先の 3月 11 日に続いた状況はそれを強く
示唆する．地域の町内会では自らの震災対応を構築
してはいるものの，実際はこれらの帰宅難民が押し
寄せることに大きな懸念を抱いている．丸子橋が通
行不能に陥れば，混乱はより大きなものとなろう．
　東京都による災害拠点病院設置要綱には，昭和大
学病院であれば品川区の地域防災計画に従う諸活動
に連携した医療救護活動を行うこと，現地の救護所
で対応できない重症者を収容し治療すること，先の
医療班を救護所に派遣することや，発災から 14 日
以内が拠点病院としての活動であることが謳われて
いる．日常的な医療において地域の中核的な急性期
病院たる昭和大学病院が単体としては医療を完結で
きないように，災害拠点病院もそれのみで被災者へ
の医療ができるわけではなく，地域の連携が鍵であ
ることが理解できる．
　そこで，より具体的に昭和大学病院が期待される
機能を想定するにあたり，阪神淡路大震災において
入院治療を受けた患者についての統計などが役に立
つ．阪神・淡路大震災に関わる初期救急医療実態調
査班（平成 7年度厚生科学研究費補助金，研究政策
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調査研究事業）によれば，外傷と疾病とによる入院
患者数は発災から 1週間後にほぼ同数となり，その
後は前者がプラトーに，後者が引き続き“うなぎの
ぼり”となった．加えて，各地域の全壊全焼世帯数
など地域の破壊の状況と，消化性潰瘍，肺炎，脱
水，喘息発作，心不全，脳血管障害，虚血性心疾患
の各疾病の，その地域における発症率とは，統計学
的に有為な相関を示した．   
　昭和大学病院の果たすべき機能として，まずは重
症の外傷患者への対応であり，引き続き，発災から
徐々に増加する内因性疾患への対応となる．入院患
者数は，後者が約 1週間で前者を抜き，さらに増加
の一途となる．先の運営要綱では，これらの状況を
品川区の災害対策本部に連絡する．つまるところ，
昭和大学病院は，地域が連携する災害医療の一角を
占めるが，冒頭に述べた三層構造のように，昭和大
学病院，品川区，より大きな行政単位などがどのよ
うに連動できるかは充分には理解されていない．災
害拠点病院としての昭和大学病院が，地域を巻き込
んだ災害訓練に参加することもまた重要とされる所
以である．
